


平成23年度厚生労働省予算（一般会計）概算要求の姿

（22年度当初予算額） （23年度要求・要望額） （対22年度増額）

27兆5,561億円 28兆7,954億円 （＋1兆2,393億円）

区 分
平成22年度予算額

（Ａ）

平成23年度要求（要望）
額
（Ｂ）

増▲減額
（Ｂ）－（Ａ）

年金・医療等
に係る経費等

262,652 275,012 12,359

総予算組替え
対 象 経 費

12,909 11,655 △1,254

元気な日本
復活特別枠

― 1,287 1,287

（単位：億円）
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※他所管との額の
調整２億円を含む。

「元気な日本復活特別枠」
要望基礎枠 1,287億円

※優先順位を付け要望

平成23年度 厚生労働省概算要求のフレーム

マニフェスト施策財源見合検討事項

○ 子ども手当1.3万円の上積み分
○ 雇用保険国庫負担本則戻し
○ 求職者支援制度

90％

23年度要求枠

1兆1,655億円

自然増 ＋1兆2,400億円

年金・医療等に係る経費等

22年度 26.3兆円

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ 1兆円を相当程度超える額
○ 要望基礎枠（政府全体） 2.3兆円
○ 政策コンテストを実施し、総理が配分を決定

※1 年金国庫負担は1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討。

▲10％ ＝ ▲1,287億円 ※

総予算組替え対象経費

22年度 1.3兆円

○ 公共事業関係費
○ 人件費、義務的経費
○ 裁量的経費

※ 人件費の平年度
化等は加減算する
（＋31億円）
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「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築に向けた第一歩

医療、介護、福祉、雇用、年金等の各制度が相まって国民一人一人が安心して暮らせる

社会を目指し、平成23年度予算概算要求を「少子高齢社会を克服する日本モデル」の構築

に向けた第一歩と位置付ける。

すなわち、これまでの「消費型・保護型社会保障」を転換し、広く国民全体の可能性を

引き出す参加型社会保障（ポジティブ・ウェルフェア）の構築を目指し、下記の4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進する。

・「いきいきと働く（労働に参加する）」

・「地域で暮らし続ける（地域に参加する）」

・「格差・貧困を少なくする（機会の平等を実現し、社会に参加する）」

・「質の高いサービスを利用する（健康な暮らしに参加する）」

参加型社会保障
（ポジティブ・ウェルフェア）

の実現

＜目的①＞
いきいきと働く

（労働に参加する）

＜目的②＞
地域で暮らし続ける
（地域に参加する）

＜目的③＞
格差・貧困を少なくする
（機会の平等を実現し、

社会に参加する）

＜目的④＞
質の高いサービスを利用する
（健康な暮らしに参加する）
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概算要求の新たな施策の体系（「少子高齢社会を克服する日本モデル」）

参加型社会保障（ポジティブ・ウェルフェア）の確立
格差が少なく、何歳になっても働きたい人が働くことができ、安心して
子どもが産め、地域で健康に長寿を迎えられる社会

○求職者支援制度の創設

○新卒者のための就職実現プロジェクト

○フリーター等の正規雇用化の推進 等

（目的①）いきいきと働く
（労働に参加する）

○地域医療の確保事業

（地域医療支援センター（仮称）運営経費）

○障害者の地域移行・地域生活支援のための体制の緊急的な整

備事業

○24時間地域巡回型の訪問サービス・家族介護者支援（レスパ

イトケア）等推進事業

（家族介護者支援（レスパイトケア）の推進）

（24時間地域巡回型の訪問サービスの実施）

○認知症高齢者グループホーム等の防災補強等の支援事業

○徘徊・見守りSOSネットワーク構築事業 等

（目的②）地域で暮らし続ける
（地域に参加する）

○地域医療の確保事業

（臨床研修指導医の確保事業）

（チーム医療の実証事業）

○子宮頸がん予防事業

○働く世代への大腸がん検診事業

○国民の安心を守る肝炎対策の強化事業

○フィブリノゲン製剤納入先の医療機関への訪問による調査事業

○不妊に悩む方への特定治療の支援事業

○健康長寿のためのライフ・イノベーションプロジェクト

（難病・がん等の疾患分野の医療の実用化のための研究事業）

（日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発事業）

（世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験

拠点の整備事業）

（先端医療技術等の開発・研究の推進事業）

（日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器に関する薬事

戦略の相談事業）

（医療情報データベース基盤の整備事業）

（福祉用具・介護ロボット実用化の支援事業） 等

（目的④）質の高いサービスを利用する
（健康な暮らしに参加する）

○最低賃金の引上げに向けた中小企業への支援事業
○自治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援
（「福祉から就労」支援事業）

○貧困・困窮者の「絆」再生事業
○生活・居住セーフティネット支援事業
○被保護者の社会的な居場所づくりの支援
○年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せ
○新たな年金制度の創設に向けた検討
○子ども手当の充実 等

（目的③）格差・貧困を少なくする
（機会の平等を実現し、社会に参加する）

○平和を祈念するための硫黄島の特別対策（総理特命事項） 4

（※各事業等について、最も関連性の
高い「目的」に区分。）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）働き盛り世代に対するがん予防対策の強化        ３０４億円（１０６億円） 

女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、市町村が実施する子宮

頸がん予防ワクチン事業、大腸がん検診における検査キットの直接配布に対する支援

を新たに行うことにより、働き盛りの世代を中心に影響が大きい子宮頸がんや大腸が

ん等に対する予防対策を強化推進し、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。 

 

（２）がん診療連携拠点病院の機能強化               ３４億円（３４億円） 

がん医療の拠点となるがん診療連携拠点病院において、病理診断の専門医師が不足

している現状を踏まえ、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた

めの病理診断補助員の確保等を図る。 

 

（３）がん総合相談体制の整備                   ９．４億円（９．４億円） 

都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者・家族らのがんに関す

る相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストッ

プで提供する体制を支援する。 

 

（４）がんに関する研究の推進                     ８５億円（６１億円） 

日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行うなど、がん

対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究等を着実に推進するとともに、が

ん予防、診断、治療等に係る技術の向上等の研究成果を普及、活用する。 

 

第５ 健康で安全な生活の確保 

  働き盛り世代に対するがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計画的に推

進するともに、肝炎治療及び肝炎ウイルス検査を促進するなど肝炎対策を推進する。 

また、難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策を推進するとともに、新型

インフルエンザのワクチン接種体制の整備を含めた新型インフルエンザ等感染症対策や健康

危機管理対策の強化、医薬品・医療機器の安全対策の推進等を図る。 

さらに、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質、

容器包装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。 

 

国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質、容器包

装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。 
１ がん対策の総合的かつ計画的な推進   ５４１億円（３１６億円）   

                        
 



 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

（（「「少少子子高高齢齢社社会会をを克克服服すするる日日本本モモデデルル」」のの概概念念ににつついいててはは、、○○ペペーージジ参参照照））  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
○子宮頸がん予防対策強化事業               １５０億円  

平成 21 年 12 月に子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス（HPV）感染を予

防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方

などの情報を収集、分析し、10 歳代にはワクチンを接種、20 歳からはがん検診を受け

るという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進する方策を検討

するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成する（補助先：市

町村、補助率：定額（1/3 相当））。 

 

 

＜目的④＞質の高いサービスを利用する 

（健康な暮らしに参加する） 

～よりニーズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備～ 

「特別枠」の施策体系（「少子高齢社会を克服する日本モデル」） 

 参加型社会保障（ポジティブ・ウェルフェア）は、経済成長の足を引っ張るものでは

なく、経済成長の基盤を作る未来への投資である。「元気な日本復活特別枠」において

は、参加型社会保障に基礎を置いた施策を進め、雇用の創出、就業率の向上、経済成長

といった流れの好循環をもたらし、元気な日本を復活させる。 

 社会保障については、今後高齢者を中心に医療や介護分野において需要の確実な増大

が見込まれ、雇用の創出が期待されるとともに、国民相互が暮らしを支え合うセーフテ

ィネットとして、国民の「安心感」を醸成し、消費活動の下支えを通じて、不況期のス

タビライザー機能も果たしている。このため、社会保障制度は、個人消費を支え、需要

や雇用機会の創出と相まって、経済社会の発展を支える重要なものである。 

 このため、「特別枠」においても、参加型社会保障の構築を目指し、下記の４つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進していく。 

・「いきいきと働く（労働に参加する）」 

 ・「地域で暮らし続ける（地域に参加する）」 

 ・「格差・貧困を少なくする（機会の平等を実現し、社会に参加する）」 

 ・「質の高いサービスを利用する（健康な暮らしに参加する）」 

 

 ※参加型社会保障については、前述７ページ参照。 

 



 

 

 

 

○働く世代への大腸がん検診推進事業                      ５５億円 

40 歳から 60 歳までの 5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直接送

付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自宅に居ながら

大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事

業に要する費用の一部を新たに助成する。（補助先：市町村、補助率：1/2）  

 

 

○健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト      ２３３億円  

新たな医療技術の研究開発・実用化促進、ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグの解消や

国民の安心・安全を確保するため、関係省庁と連携し、ライフ・イノベーション（注）

による健康長寿社会を実現する事業を一体的・戦略的に実施する。 

※ 関係省庁：文部科学省、経済産業省  

（注）研究開発推進、サービスの基盤強化など、医療・介護・健康分野において革新・

課題解決を目指す取組  

 

 

① 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業            ９５億円 

（※うち 26 億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上） 

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化の

ための研究等を推進する。  

 

 

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業      ３０億円 

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。 

 

 

③ 世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備  ５１億円 

日本発の革新的な医薬品･医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新

規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備、運営に必要な経費について財政支援を行う（5か所整備予定）。 

 

 

 

 



 

 

 

④先端医療技術等の開発・研究推進事業（国立高度専門医療研究センター）  ７０億円 

（※うち 4 億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上） 

独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活

かし、日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎となるバイ

オリソース（注）を蓄積し、医薬品、医療機器等の開発を行うとともに、研究成果の迅

速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行う。  

（注）バイオリソースとは、研究開発のための材料として用いられる血液、組織、細胞、

DNA といった生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。 

 

 

⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業  ４．６億円 

日本発シーズ（医薬品・医療機器の候補となる物質等）の実用化のため、産学官一体

となった取組を進め、大学・ベンチャー等における医薬品・医療機器候補選定の最終段

階から治験に至るまでに必要な試験・治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。 

 

 

⑥医療情報データベース基盤整備事業                   １１億円 

医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所において、電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築し、1,000 万人規模のデータ収集を

行う。 

 

 

⑦福祉用具・介護ロボット実用化支援事業                １．７億円 

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対

する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。 



○ がん医療に関する研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修等を行うことにより、がんに関する高度かつ専門的な
医療の向上を図る。

・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 １０２．０億円（ ８８．０億円）
（うち、元気な日本復活特別枠 ２７．８億円 ）

（１） がん専門医等がん医療専門スタッフの育成 １．１億円（ ７．６億円）
・がん医療に携わる医療従事者の計画的育成 ０．８億円（ ２．０億円）

（２） がん診療連携拠点病院の機能強化 ３４．３億円（ ３４．３億円）
（３） 国際共同治験及び新薬の早期承認等の推進 ０．８億円（ ０．９億円）

・未承認・適応外医薬品解消検討事業費 ０．６億円（ ０．６億円）

１．放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成

がん対策の推進について

○ 平成１９年４月に施行された「がん対策基本法」及び同年６月に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標の進
捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

基本的な考え方

３６億円（４３億円）

（１）緩和ケアの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進 ３．６億円（ ５．２億円）
・インターネットを活用した専門医の育成
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研修部分）
・医療用麻薬適正使用の推進

（２）在宅緩和ケア対策の推進 ０．２億円（ １．０億円）
・訪問看護ステーション・医療機関に勤務する看護師の相互研修

２．治療の初期段階からの緩和ケアの実施 ４億円（６億円）

・院内がん登録の推進
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施
・地域がん登録の促進

３．がん登録の推進 －億円（－億円）

（１）がん予防・早期発見の推進 ３０３．６億円（ １０６．１億円）
①がん予防の推進と普及啓発 １６８．２億円（ ２２．１億円）

・子宮頸がん予防対策強化事業 １４９．６億円（ －億円）
②がんの早期発見と質の高いがん検診の普及 １３５．４億円（ ８４．０億円）

・働く世代への大腸がん検診推進事業 ５５．０億円（ －億円）
・女性特有のがん検診推進事業 ７２．９億円（ ７５．７億円）
・がん検診受診率分析委託事業 ０．６億円（ －億円）

（２）がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備 １．５億円（ －億円）
・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業 ０．５億円（ －億円）

（３）がん医療水準均てん化の促進 ９．１億円（ １１．４億円）
・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研修を除く） ８．２億円（ ６．８億円）

４．がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進 ３１４億円（１１８億円）

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現す
るためのがん対策に資する研究を着実に推進する。

・第３次対がん総合戦略研究経費 ４８．０億円（ ５８．１億円）
・日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業 ３０．０億円（ －億円)

５．がんに関する研究の推進 ８５億円（６１億円）

改

６．独立行政法人国立がん研究センター １０２億円（８８億円）

「元気な日本復活特別枠」で要望
当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
うち、４億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

平成２３年度概算要求・要望額 ５４１億円（２２年度当初予算額 ３１６億円）

特

特

特

※１

特

特

新規

改

新規

新規

新規

新規

※２

※１

※２



平成２３年度がん対策予算概算要求について

平成22年度予算額 平成23年度概算要求・要望額
３１，６０４百万円 → ５４，０９５百万円

【２６，７４４百万円】
【 】書きは、「元気な日本復活特別枠」の要望額

平成１９年６月に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法・化学療法の
推進、専門医等の育成、がん予防・早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進
し、がん対策の一層の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の養成

改 ・がん診療連携拠点病院機能強化事業 ３，４３１百万円 → ３，４３０百万円
病理診断の専門医師が不足している現状を踏まえ、がん医療の拠点となるがん診療

連携拠点病院において、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた
めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する。

（補 助 先）：都道府県、独立行政法人等
（補 助 率）：１／２、１０／１０

※予算単価：都道府県がん診療連携拠点病院 ＠20,000千円 → ＠26,000千円
地域がん診療連携拠点病院 ＠14,000千円 → ＠14,000千円

がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

新 ・子宮頸がん予防対策強化事業（特別枠で要望） １４，９６０百万円
【１４，９６０百万円】

平成２１年１２月に子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）感
染を予防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育
のあり方などの情報を収集、分析し、１０歳代にはワクチンを接種、２０歳からはが
ん検診を受けるという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進
する方策を検討するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成
する。

（補 助 先）：市町村
（補 助 率）：定額（１／３相当）

新 ・働く世代への大腸がん検診推進事業（特別枠で要望） ５，５０５百万円
【５，５０５百万円】

４０歳から６０歳までの５歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直
接自宅に送付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自
宅に居ながら大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸
がん検診推進事業に要する費用の一部を新たに助成する。

（補 助 先）：市町村
（補 助 率）：１／２
（対象年齢）：大腸がん 40歳、45歳、50歳、55歳、60歳



・女性特有のがん検診推進事業 ７，５７４百万円 → ７，２９４百万円
従来、地方交付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の一つと

して、一定の年齢に達した女性に対し、女性特有のがんである子宮頸がん及び乳がん
検診の無料クーポン券と検診手等を配布し、検診受診率の向上を図るため、市区町村
が実施する事業に要する費用の一部を助成する。

（補 助 先）：市町村
（補 助 率）：１／２
（対象年齢）：子宮頸がん 20歳、25歳、30歳、35歳、40歳

乳がん 40歳、45歳、50歳、55歳、60歳
※対象者数の自然減

改 ・都道府県がん対策推進事業 ９４０百万円 → ９４０百万円
都道府県に新たに地域統括相談支援センターを設置し、患者・家族らのがんに関する

相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストップで
提供する体制を支援するための事業を新たに補助メニューとして追加する。

（補 助 先）：都道府県
（補 助 率）：１／２
（対象事業）：ピアサポーターなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員

の確保及びその研修、相談内容の分析、がん患者サロンの整備等

新 ・がん検診受診率分析委託事業 ６５百万円
がん対策推進基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成２３年度末までに５０％

以上とする数値目標の達成状況を把握するとともに、受診率向上など、今後の課題等を
把握・検討するための事業を実施する。

（委 託 先）：民間

新 ・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業費 ４９百万円
がん患者又はその家族の方が行うピアサポーターなど、がんに関する相談員となる方

に対し、がんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを身につけるための
研修プログラムの策定を行う。

（委 託 先）：財団法人日本対がん協会

がんに関する研究の推進

新 ・日本発のがんワクチン療法による革新的 ３，０００百万円
がん治療開発戦略事業（特別枠で要望） 【３，０００百万円】

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の
がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

独立行政法人国立がん研究センター

・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金（一部特別枠で要望）
８，８０３百万円 → １０，２００百万円

【２，７８０百万円】
がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれ

らの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を実施する。



都道府県
【地域統括相談支援センター】

都道府県がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】 ＜51か所＞

患
者
・
家
族
等

財団法人
日本対がん協会

地域がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】＜324か所＞

独立行政法人
国立がん研究センター

・相談員（ピアサポーター
等）に対する研修プロ
グラムの策定・配布

・相談員（看護師等）に対
する研修の実施

がん診療連携拠点病院

連
携

地域連携
統括コーディネーター

ピアサポーター等

心理面

生活介護面

ケアマネージャー等 医療面

医師・看護師等

様々な分野に関する
相談をワンストップ
で提供

都道府県がん対策推進事業の拡充（がん総合相談事業）

医療面で
の連携

・患者必携の配布

相談員研修
の実施

がんサロンの
実施

・患者必携相談窓口
（コールセンター）の設
置

医療だけでなく、心理、
生活、介護など、様々な
相談を１か所で受けられ
るようにして欲しい

病院で治療方法がないと
言われた。
納得のいく医療情報（未
承認薬や治験）がほしい。

拠点病院の医師に対する
不満、現在の治療に対す
る不安を聞いて欲しい

がんに関する治療方法等
について知りたい

相談

セカンドオピニオンの提
示が可能な医師を紹介し
てほしい

患者必携について聞きたい

相談

他県に転居することに
なったため、転居先での
医療機関を紹介て欲しい



○病理専門医の包括的支援体制の整備

・・各２次医療圏における病理専門医の複数名配置による質の高
い病理診断体制の拡充
○より質の高い病理診断のサポート体制の整備
・・病理診断補助員（臨床検査技師等）の増員や専従化等

がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策（案）

学生（一般） 研修医 退職

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療（手術、化学療法、放射線療法等）が行われている。また、現
在実施されている様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理
医不足が指摘されており、日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

病理医
国家
試験

◇病理職を知らない
◇授業がつまらない

◇試験問題が
少ない

◇関心の低下
◇初期研修に病理教育がない

◇病理医数が少ない ◇地域偏在 ◇待遇が悪い
◇厳しい職場環境 ◇専門性の高い病理医が少ない
◇一人勤務医による精度管理上の問題
◇病理専属の業務補助にあたる技師がいない

◇行き場がない
◇まだまだ現役

○魅力ある講義・実習の実施

○がん診療に関わる若手医師を対象として、日常診
療に必要な標準的病理診断の知識や技術を身につけ
るために、臨床実地研修等の実施

○各２次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
・・病理専門医数及び一般病理医数、病理診断補助員数等

○専門性の高い病理医の育成・研修

・・一般病理医に対する専門性の高い（サブスペシャリティ）病理
医の育成（ e-learning等を用いた研修の実施等）

○病理医の院内外における連携体制の整備
・・ キャンサーボードへの参加や定期的な合同病理診断カンファ
レンスの実施

・・地域医療機関（病院、診療所等）で実施した病理診断に対して、
病理専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施

○退職病理医等の雇用環境の整備

病理医の啓発・教育
病理医の人員確保・専門研修・診断体制の整備

○病理学に関する国試出題数の増加

○病理職やその重要性に関する一般への啓発
・・ドラマ（例）法医学等への露出



がん診療連携拠点病院における病理医の業務状況等

○がん診療連携拠点病院数：３７７病院
＜日本病理学会認定施設＞

・都道府県がん診療連携拠点病院 ４９／ ５１病院
・地域がん診療連携拠点病院 ２２０／３２６病院

○学会認定病理医数（常勤）：７９３名（平均２．１名／１拠点病院）
・最大１２名
・最小 ０名（非常勤で代用）

○病理医１名当たりの新規患者数

○１回当たりの病理診断手順

平均 １，７２４名／年 １日平均 ６．６名

最大 ５，７２９名／年 １日平均２２．０名

最小 ３５９名／年 １日平均 １．４名

※ 新規がん患者については、術前診断（手術がある場合は術中・術後）で病理
診断が必要。
新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

検体の摘出
標本化

（スライド化）

観察
（ただし、１検体あたり数枚
～１０数枚の観察が必要）

診断



がん診療連携拠点病院の指定更新等に係る

今後のスケジュールについて

「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」 平成２０年３月１日付け健発第０３０１００１号

健康局長通知（平成２２年３月３１日一部改正）（以下、「指針」という）に基づき、平成２３年度

以降も引き続き、がん診療連携拠点病院（以下、「拠点病院」という）の指定を希望す

る場合は、平成２２年１０月末までに、指針に規定する所定の要件を充足した上で、指

定に係る更新申請等を行う必要があります。拠点病院の皆様におかれましては、指定

推薦及び現況報告書の作成にご協力くださいますよう、お願い申し上げます。

なお、今後のスケジュールは以下のとおりとなっておりますが、「第７回がん診療連

携拠点病院の指定に関する検討会」については、別途連絡いたします。

平成２２年 １０月３１日

平成２３年 ２月 上旬

平成２３年 ３月末まで

平成２３年 ４月 １日

指定更新推薦書等提出締め切り

第７回がん診療連携拠点病院の指定に関する
検討会開催予定

がん診療連携拠点病院（平成２２年１０月末
締め切り分）の現況報告を公表予定

第７回がん診療連携拠点病院の指定に関する
検討会により指定更新等が認められた医療機
関の指定の効力発生
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